
１　総括

 (１) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には、特別職に支給される給与や報酬などが含まれています。

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には、退職手当は含まれていません。

      ２　職員数は、２６年４月１日現在の人数です。

      ３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれています。また、

      　職員数には当該職員を含んでいません。（※当町においては任期付短時間勤務職員の在職者はありません）

　　　　　千円

給与費 B/A

176,367

千円 千円

704,532

（参考）

25年度の人件費率

　　計　　Ｂ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 （参考）一人当たり

15.0

期末・勤勉手当

72,11310,129,36816,922

　　　　　　　　　　　％　　　　　　　千円 　　　　　千円

（参考）類似団体平均

1,092,449

実質収支

10.8

人件費率

　　　　　　％

　　　　　　Ｂ

　　　　　千円
26年度

人　

人件費

Ｂ／Ａ

歳出額　

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成27年1月1日）

給　 料 職員手当
区　　分

鞍手町の給与・定員管理等について

区　　分

千円
26年度

6,290

一人当たり給与費

職員数

千円 千円

458,705 69,460

　　　　　　Ａ

人

5,587112
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（３）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を

　　　　用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指

　　　　数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

　　　３　平成２４年及び平成２６年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとし

　　　　た場合の値です。

　（ラスパイレス指数の変動理由）

（４）給与制度の総合的見直しの実施状況について

本町では、一般行政職101名のうち経験年数が15～20年の者が平成27年に昇格等により上位級に決定されたため、平均給料
月額が増加しラスパイレス指数が上昇する要因となりました。

給料表の改定実施時期 実施内容

平成27年4月1日

 一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ平均2％、高齢層については4％引下
げを実施しました。また、激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保
障）を実施しています。
　他の給料表についても、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを行いました。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (１) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２７年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）　一般行政職とは、行政職の職員のうち、税務職と保健師職の職員を除いたものです。

　　　　②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

※　民間データは「賃金構造基本統計調査」において公表されているデータを掲載しています。（平成２２～２４年の３ヶ年平均）
※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではあ
　りません。
※　年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員において
　は前年度に支給された期末・勤勉手当を、民間においては前年に支給された年間賞与等の額を加えた試算値です。

（注）１　「平均給料月額」とは、２７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸
　　　　手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　
　　　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたも
　　　　の）で算出しています。
      ３　個人情報保護の観点から、対象となる職員が１人の場合は、個人の特定を避けるため、平均年齢、平均給料月額等の欄
　　　　をアスタリスク（＊）としています。

（２) 職員の初任給の状況（２７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

一般行政職

―

180,800

―

類似団体

公　務　員

─

民間（Ｄ）

54.5

＊

区　　　　　分

―

367,674

国 289,141

＊

49.3

＊

42.1類似団体

＊

408,996

382,538

平均給料月額

339,563

区　　分

参　考

平均給料月額

322,807 344,763

平均年齢

平均給与月額
（国比較ベース）

平均給与月額平均年齢

359,362

平均給与月額
（Ａ）

332,900

平均給与月額
（国比較ベース）

職員数

369,375

＊＊

1

10

43.2 333,500

313,189

うち学校給食員

鞍手町

＊

―

415,114

──

公務員（Ｃ）

福岡県

＊

689

中　学　卒

382,540

139,500

146,500

2,959,900

（注）１　国の大学卒初任給は、一般職試験（大卒程度試験）の場合です。

─

民　　間

平均給与月額
（Ｂ）

225,400

─

調理士

─

平均年齢

43.3

対応する民間
の類似職種

技能労務職

131,500

142,100

高　校　卒 ―

区　　分

鞍手町

Ｃ／Ｄ 

─

＊

国 334,283

うち学校給食員

区　　分

鞍手町

43.5

1

＊

43.6

参　考

Ａ／Ｂ 

─

＊

大　学　卒 163,600

高　校　卒

─福岡県

─50.2 2,994 328,318 ─

──

─ ─

─

国福岡県

299,358

鞍手町

310,714288,149 ─

年収ベース（試算値）の比較

─ ─

142,100

174,200

―
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（３) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２７年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

（注）１　経験年数とは、卒業後直ちに採用された場合は採用後の年数を、採用前に民間などに勤務した経験がある場合はその期
　　　　間を換算し、採用後の年数に加算した年数をいいます。
　　　２　平成２７年地方公務員給与実態調査に基づくものです。

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（２７年４月１日現在）

（注）１　鞍手町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

（２) 昇給への勤務成績の反映状況

係長・主幹
　　　　　　　　人

　　円

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

347,700

0.0

　　　　　　　　人

12

31.7

34.6

１　級

11.9

３　級

２　級

７　級

会計管理者・課長・事務局長

　　　　　　　　％

32

12.9

　　　　　　　　％

会計管理者・課長・事務局長
　　　　　　　　％

４　級

0

課長補佐・事務局長補佐

　　円

主査
　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

区　　分

５　級

構成比

該当者なし

　　　　　　　　人

高　校　卒
技能労務職

6.9

　　　　　　　　人

2.0

該当者なし中　学　卒

355,233

高　校　卒

大　学　卒

経験年数１０年以上１５年未満

257,538

区　　　　分

241,150 326,610

経験年数２０年以上２５年未満経験年数１５年以上２０年未満

一般行政職

１号給の
給料月額

主任主事

６　級

　　円

223,900

標準的な職務内容

137,600

職員数

407,900

13

35

　　円

　　　　　　　　人

2

　鞍手町では、人事評価制度を導入しています。当面は、この制度を利用して昇給への勤務成績の反映を検討していきます。

　　円

390,700

　　円

該当者なし 該当者なし

301,733

244,900

　　円 　　円

360,100 442,600

主事

＊

該当者なし

　　円

356,414

258,300

　　円

281,689

　　　　　　　　％

7

378,700

　　円

　　円

187,700 301,900

　　円

経験年数２５年以上３０年未満

381,517

最高号給の
給料月額

　　　　　　　　％

315,800

285,000

該当者なし

該当者なし

　　円

6.9% 
5.0% 2.0% 2.0% 

6.3% 

34.6% 38.4% 39.3% 

31.7% 28.3% 27.6% 

12.9% 15.2% 
20.5% 

11.9% 11.1% 
6.3% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２７年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比 

７級 

６級 

５級 

４級 

３級 

２級 

１級 
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４　職員の手当の状況

（１) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（２６年度支給割合） （２６年度支給割合） （２６年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】 勤勉手当への勤務成績の反映状況

（２) 退職手当（２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (３) 地域手当（２７年４月１日現在）

千円

 　円

％ 人

 (４) 特殊勤務手当（２７年４月１日現在）

千円

 　円

千円

千円

千円

 (５) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

　 ％

3

支給対象地域

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

2.60

49.59

伝染病防疫作業

鞍手町では、人事評価制度に基づき全職員を対象に評価を行っています。
その評価結果により、平成２６年度は支給率を１００分の６４．５から１００分の１０９に決定して勤勉手当を支給しました。

支給率

作業一回につき１，０００円

月額２，０００円

福岡県

0

25.55625

0

支 給 実 績 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

　管理職加算　１０％～２５％

0

0

25,976

主な支給対象職員

国

1.45

支給実績
（26年度決算）

49.59

49.59

41.325

29.145

0

0.0

鞍手町

職制上の段階、職務の級等による加算措置

１人当たり平均支給額（２６年度）

鞍手町

0.70

2.60

1.451.45

1.50

左記職員に対する支給単価

1,568

支給実績（２６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

　役職加算　５％～２０％

1,444

鞍手町

―

20.445

行旅病人及び死亡人
取扱作業手当

49.59

手当の名称

支給実績（２６年度決算）

　定年前早期退職特例措置(２％～４５％加算)

支 給 実 績 （ ２ ５ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

し尿処理場作業従事職員

支給対象職員数

194

　定年前早期退職特例措置(２％～２０％加算)

34.5825

49.59

49.59

0

作業一回につき５００円

職制上の段階、職務の級等による加算措置

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ５ 年 度 決 算 ）

　 ％

１人当たり平均支給額（２６年度）

国

2.601.50

し尿処理場作業手当

18,423

31,663

国の制度（支給率）

し尿処理場作業

職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度）

主な支給対象業務

41.325

行旅病人及び死亡人取
扱作業

行旅病人及び死亡人取扱作業
従事職員

手当の種類（手当数）

伝染病防疫作業手当

238

0

　役職加算　５％～２０％

0.70

　管理職加算　１０％～２５％

1.50

職制上の段階、職務の級等による加算措置

伝染病防疫作業従事職員

0.70

29.145

25.55625

34.5825

20.445

　役職加算　５％～１５％
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（６) その他の手当（２７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（２７年４月１日現在）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

円 円 ／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

円

円

（注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額です。                         
　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合にお
　　　　ける退職手当の見込額です。
　　　３　平成２５年４月から当分の間、特例により町長５１割→４２割、副町長３０割→２５割（教育長２５．２割→２１割）
　　　　の退職手当抑制措置を行っています。

0千円

任期毎

任期毎

管理又は監督の地位に
ある職員が、臨時又は
緊急の必要等により週
休日等に勤務した場合
に支給
１勤務につき4,000円

通勤手当

211,087

11,726,400

157,000

0

180,000

429,394

支給実績

2.60

給　　　料　　　月　　　額　　　等

千円

借家・借間などの居住
にかかる費用を負担し
ている職員に月額2万
7,000円を限度に支給

国の制度
異なる内容

同じ
配偶者1万3,000円、そ
の他の扶養親族は1人
につき6,500円

12,665

57,395

との異同 平均支給年額
支給職員１人当たり

町　　　　　　長

420,000

610,000

同じ

期
末
手
当

308,000

（２６年度決算）

最も経済的かつ合理的
と認められる通常の通
勤経路・方法により算出
した額（例：２キロ以上５
キロ未満の自家用車使
用月額2,000円）

同じ

千円

千円

360,000

　　（26年度支給割合）

内容及び支給単価

同じ

手　当　名

扶養手当

住居手当

町　　　　　　長

（２６年度決算）

258,000副　　議　　長

職員が管理又は監督の
地位にあるときに支給
課長10% 課長補佐9%

243,000

同じ

698,000

議　　　　　　員

備　　　　考

副　　町　　長

副　　町　　長

副　　議　　長

6,100,000

報

酬

町　　　　　　長

議　　　　　　員

議　　　　　　長

議　　　　　　長

　　（26年度支給割合）

230,000

399,000

（参考）類似団体における最高／最低額

69万8千円×在職年数×420／100

61万0千円×在職年数×250／100

700,000副　　町　　長

千円

409,200

850,000

管理職手当

管理職員特別
勤務手当

区　　　分

14,170

279,1186,141

5,625

345,000

2.60

退
職
手
当

国の制度と

給

料
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６　職員数の状況

（１)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

（注）１　職員数は一般職に属する職員数です。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。

0

人

・職員採用による正規職員増員（１）
・国勢調査及び行革による業務増（１）

・税務一般における事務分担見直しによる減員（▲1）

・病院事業地方独立行政法人化に伴う派遣職員
部門変更に伴う増員（1）

86.82

・保育士の退職不補充(▲１)
・民生一般と介護保険事業の部門間における事務分担見直しによる
減員(▲１）

主な増減理由

66.78

・職員採用による正規職員増員（１）

0

5

普
通
会
計
部
門

△ 2

3

28

3

97

9

公
営
企
業
等
会
計
部
門

水　 　　道

小　計

4

7

そ　の　他

7

12

16

4下　水　道

合　　計

△ 2

△ 2

2

15 15

0

26

113113

28

・病院事業地方独立行政法人化に伴う派遣職員
一部期間終了による減員（▲1）
・病院事業地方独立行政法人化に伴う派遣職員
部門変更に伴う減員（▲1）

139141

14

＜参考＞

人

人）

69.01

0

99

△ 2

0

2

人）

・教育長特別職身分取扱いによる減員(▲１）
・調理師の退職不補充による減員（▲1）

（類似団体の人口1万人当たり職員数

計

土　　　木

小　計

            [ 192］

（類似団体の人口1万人当たり職員数

13

26

＜参考＞

△ 2

0

教育部門

病　　 　院

一
般
行
政
部
門

総　　　務

商　　　工

29 3

議　　　会

・休職者人事担当課付による増員(１）

3

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

32

平成２７年

職      員      数

3

0

民　　　生

1

対前年
増減数

82.14 人

＜参考＞

58.50

△ 1

0

平成２６年

     [０］            [ 192］

衛　　　生 7 8 1

税　　　務

農林水産

10

5

7



（２)年齢別職員構成の状況（２７年４月１日現在）

　

(３)職員数の推移

（単位：人・％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

△ 86.2△ 162

28

人

48歳

11 19

人 人

△ 10.3

△ 10

△ 3

以上

人 人

55歳

人

13

47歳

△ 9.2

△ 17.6

23歳 35歳

254
職員数

0

人 人 人人人

115

未満

人

～ ～

39歳

36歳28歳

59歳

40歳

43歳

～ ～ ～ ～～ ～

人

△ 13

60歳

総合計

公営企業等会計 計

△ 55.7

126

２３年

104

1717

一般行政

教　育

121

２４年

314

4

183

16

２６年

普通会計 計

98

26

304 △ 175

184

302 139

113

188

109

20歳

～

24歳

区　分

20歳

19

14

118

0

計

28

113

２２年
　　　　　　　　　区　　分

部　　門

17

51歳
～

56歳52歳

139

25年

44歳

101

17

97

27歳 31歳

32歳

115

27

142 141

２７年
過去５年間

の増減数（率）

99

0

5

10

15

20

25

20歳未満 20～23 24～27 28～31 32～35 36～39 40～43 44～47 48～51 52～55 56～59 60歳以上 

％
 

構成比 ５年前の構成比 
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７　公営企業職員の状況
　(１)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費

（注）　当町においては、平成26年度資本勘定支弁職員の在職者はありません。

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含みません。
      ２　職員数は、２７年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　基本給は、給料、扶養手当及び地域手当の合算額です。

　　　２　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　

（２６年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分 千円　

（ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況）

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（２７年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 千円　

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

１人当たり平均支給額　　　　 千円 0 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、２６年度に退職した職員に支給された平均額です。

1,484

千円　　　　　千円

11,675

人

539,650鞍　手　町

　　　　　　区　　分

２６年度
6,469

１人当たり平均支給額（２６年度）

千円

372,643

千円

49.1

鞍手町

千円

平　均　年　齢 基本給

　（参考）

％　　　　千円

21.4

２５年度の総費用に占

総費用

68,727

　質収支

　　　　　　Ｂ／Ａ

6,2187 30,019 3,590 45,284

一人当たり給与費　　　　　　Ａ 　　計　　Ｂ 給与費 B/A

千円

期末・勤勉手当

（参考）団体平均給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり

める職員給与費比率

21.2323,589

Ａ  

千円　

純損益又は実 総費用に占める

Ｂ　

％千円　

職員給与費比率

平均月収額

鞍手町

49.59

職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.60

348,02144.9

1,668

　定年前早期退職特例措置(２％～２０％加算)

0

20.445

34.5825

職員数

25.55625

団体平均 517,229

１人当たり平均支給額（２６年度）

団体平均

29.145

区　　分

2.60

49.5949.59

区　　分

２６年度

給　 料 職員手当

1,387

15,286

　役職加算　５％～１５％

1.45

41.325

0.70

0

団体平均

１人当たり平均支給額（２６年度）
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ウ　地域手当

（２７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％ ％

エ　特殊勤務手当（２７年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

カ　その他の手当（２７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

1,180

（26年度決算）

912 千円同じ

千円同じ

455,963
職員が管理又は監督の
地位にあるときに支給
課長10% 課長補佐9%

管理職手当

通勤手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ５ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ ２ ６ 年 度 決 算 ）

同じ 443

住居手当

千円

806

千円
配偶者1万3,000円、そ
の他の扶養親族は1人
につき6,500円

88,560

借家・借間などの居住
にかかる費用を負担し
ている職員に月額2万
7,000円を限度に支給

588 294,000

最も経済的かつ合理的
と認められる通常の通
勤経路・方法により算出
した額（例：２キロ以上５
キロ未満の自家用車使
用月額2,000円）

168,000扶養手当

169

手　当　名 内容及び支給単価

840同じ

平均支給年額
一般行政
職の制度と
の異同

一般行政
職の制度と
異なる内容 （26年度決算）

支給職員１人当たり

0

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

支給実績（２６年度決算）

一般行政職の制度（率）

0

支給対象職員数支給率

0鞍手町 0.0

支給職員１人当たり平均支給年額（２６年度決算）

国の制度（率）

0.00.0

0手当の種類（手当数）

支給対象地域

0.0職員全体に占める手当支給職員の割合（２６年度）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ６ 年 度 決 算 ） 115

支給実績

支 給 実 績 （ ２ ５ 年 度 決 算 ）

支給実績（２６年度決算）

0

0

0
管理職員特別

勤務手当

管理又は監督の地位に
ある職員が、臨時又は
緊急の必要等により週
休日等に勤務した場合
に支給
１勤務につき4,000円

同じ 0 千円
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８　職員の厚生福利制度の状況（全職員対象）

(１)職員の健康管理

人

(２)職員の福利厚生

　なお、これ以外にも、職員が納めた会費で運営されている鞍手町職員互助会が、各種厚生事業を行っています。

　　　　　　80万7,048円町費負担額

　地方公共団体は、地方公務員法第４２条の規定に基づき、職員の健康維持や元気回復などの福利厚生計画を立て、実施していま
す。鞍手町では、社会保険制度として加入している福岡県市町村職員共済組合が、地方公務員等共済組合法に基づき、職員と市町村
が分担して拠出した財源を使って主に次のような事業を行っています。

受診者数

定期健康診断の実施状況（平成26年度決算）

短期給付事業

内　　　容

病院にかかったときの医療費などの保健給付、休業給付

福祉事業

福岡県市町村職員共済組合の福利厚生事業

主な事業

長期給付事業 年金などの給付

健康の維持・増進に関する保健事業

138

　労働安全衛生法に基づき、職員の健康管理状況を把握し、健康障害や疾病を早期に発見するため、全職員を対象として定期健康診
断を行っています。
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